
１．は じ め に

沿岸域の水質環境は，流入する河川水の影響を大き

く受けることが知られている。特に都市部を流下する

河川は生活排水および工業排水などの人為起源物質を

多量に沿岸域へ負荷するため，その水質改善が必要と

されている。平成１２年度の環境白書では，全国の沿岸

域において生物化学的酸素消費量（BOD）や化学的

酸素消費量（COD）の環境基準を達成した海域は全

体の約７５％である。前年と比較してもほとんど改善が

見られておらず，その原因は都市部を流下する河川の

水質改善が進んでいないためとされている（環境省，

２００２）。

大阪湾は淀川および大和川の二つの一級河川が流入

し，頻繁に赤潮の発生が確認されている海域である。

大阪湾の水質汚濁形態は，外部からの直接的な汚染よ

りも湾内に負荷された窒素やリン等を利用して生産さ

れた内部生産有機物による汚濁が主とされている（三

島ほか，１９９９）。さらに，この汚濁形態は，大阪湾と

同じく周辺に大都市を抱える東京湾にも共通しており
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（小川ほか，１９９４），生息生物の一次生産を活性化す

る窒素・リンの過剰な負荷が主な原因と考えられてい

る。したがって排水中の COD規制が厳しくなった現

在でも，これらの湾内での有機物汚濁は進行してお

り，環境に被害を及ぼす赤潮などを引き起こす要因と

なっている。大阪湾では無機態の窒素・リンは主に湾

内の懸濁態有機物の分解により生成されると報告され

ているが（谷本ほか，２００１），流入河川からの負荷量

も多く，これら汚染源からの窒素・リンおよび有機物

の負荷量を正確に見積もることが極めて重要な課題で

ある。さらに大阪湾を通した瀬戸内海全域への淡水負

荷量や，窒素・リン化合物の負荷量が多いため（山本

ほか，１９９６），この湾への流入河川が与える影響を見

積もることは重要である。

大阪湾へ流入する河川の中でも淀川は，その流域が

２府４県と広範囲に渡っており，流域面積は８，２４０

km２と広く，市街地面積は１，０００km２を超えるなど，

都市河川としての特徴を顕著に表し，かつ大阪湾への

淡水供給の大部分を占めている。また，淀川の水利用

体系は上流域で使用した水を繰り返し利用する循環利

用型であり，近畿圏２５９万人が飲用として利用してい

る。さらに，淀川水系中には下水処理場が数カ所存在

し，その影響による水質悪化は避けることができな

い。近年，若干の水質改善が見られ，BOD濃度は昭

和６３年以降徐々に減少しているが，まだ十分に改善さ

れているとは言えない（大阪市水道局，２００１）。

そこで本研究では，赤潮など大阪湾の富栄養化現象

に大きな影響を与える淀川水系に着目し，河川水中の

溶存有機炭素（Dissolved Organic Carbon: DOC），

全溶存窒素化合物（Total Dissolved Nitrogen: TDN）

および全溶存リン化合物（Total Dissolved Phos-

phate: TDP）濃度変動の観測を中心とした水質調査

を定期的に行い，それぞれの分布・挙動ならびにその

季節変動を調査した。さらに，得られた結果より淀川

水系から大阪湾へ供給される DOC，TDNそして

TDPの負荷量を見積もった。

２．実 験

２．１ 試料採取点および試料採取法

琵琶湖に端を発する宇治川は木津川，桂川と合流

後，淀川と呼ばれる（Fig．１）。河川水試料は本流の

琵琶湖から大阪湾までの宇治川，淀川の計１６測点（図

中●）および淀川の支流河川である木津川，桂川の２

測点（図中★）において２００１年３月から２００２年２月の

毎月末に１回ずつ採取した。試料採取はポリエチレン

バケツを用いて行い，橋上から流心部の河川水を採取

した。TDN，TDPおよび DOCの分析に用いた試料

は２５０mlのガラス瓶（熱濃硝酸洗浄後４５０°Cにて加熱

処理済み）に分取し，冷蔵保存し研究室へ持ち帰っ

た。その他の分析に用いた試料は全容１lのポリエチ

レンボトルに採取し，冷蔵保存して研究室に持ち帰っ

た。

２．２ 全窒素・全リンの定量法

TDNおよび TDP濃度は，それぞれアルカリおよ

び酸性条件下での過硫酸カリウムを用いた湿式酸化法

（Koroleff, 1983）により分解を行った後，硝酸塩お

よびリン酸塩として定量した。すなわち，採取後に試

料はWhatman社製ガラス繊維製濾紙 GF/F（４５０°C

で加熱処理済み）を用いて吸引ろ過を行い，ろ過後の

試料５mlに混合酸化試薬溶液（０．０７５M水酸化ナト

リウム溶液１lに過硫酸カリウム１０gおよびホウ酸

６gを溶解）を５mlを加え，オートクレーブ内

（１２０°C）で３０分間加熱し TDNを分解した。また，

ろ過後の試料５mlに混合酸化試薬溶液（過硫酸カリ

ウム５gを５％硫酸溶液１００mlに溶解）を０．４ml加

え，オートクレーブ内（１２０°C）で３０分間加熱し TDP

を分解した。

分解操作後の試料は BLAN＋LUEBBE社製 AACS

―Ⅱを用いて硝酸塩およびリン酸塩濃度を測定した。

溶 存 無 機 窒 素（Dissolved Inorganic Nitrogen:

Fig．１ Sampling locations in the Yodo River sys-
tem.
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DIN），溶存有機窒素（Dissolved Organic Nitrogen:

DON），溶存無機リン（Dissolved Inorganic Phos-

phate: DIP）および溶存有機リン（Dissolved Organic

Phosphate: DOP）は以下の式により求めた。

DIN＝NH４
＋－N＋NO２－－N＋NO３－－N

DON＝TDN－DIN

DIP＝PO４３－

DOP＝TDP－DIP

２．３ 栄養塩類の分析

以下の栄養塩類は BLAN＋LUEBBE社製 AACS―

Ⅱを用いた比色定量法により行った。

硝酸＋亜硝酸：試料中の硝酸を開放式カドミウム反

応器で亜硝酸塩に還元し，スルファニルアミドにより

ジアゾ化し，N―１―ナフチルエチレンジアミンと反応

させ５５０nmの吸光度を測定した。

リン酸：試料中のリンをモリブデン（Ⅳ）とアンチ

モン（Ⅲ）によりリン・アンチモン・モリブデン錯体

を生成させ，アスコルビン酸により還元し，８８０nm

における吸光度を測定した。

ケイ酸：モリブデン酸アンモニウムとの反応生成物

のシリコモリブデン酸をアスコルビン酸により還元

し，６３０nmの吸光度を測定した。

検出限界は硝酸＋亜硝酸は０．１μM，リン酸０．０１

μMそしてケイ酸は０．１μMである。

２．４ 溶存有機炭素の定量

DOC測定用試料はWhatman社製ガラス繊維製濾

紙 GF/F（４５０°Cで加熱処理済み）を用いて吸引ろ過

し，懸濁物の除去を行った。ろ過後の試料水を５ml

凍結アンプル管に移し，６N-HClを５０μl添加し，高

純度空気を１６０ml/minの流量で５分間通気して無機

炭酸塩の除去を行った試料を分析に用いた。溶存有機

炭素（DOC）の定量には島津製作所製全有機体炭素

計 TOC―５０００を用い，高温触媒酸化法により行なっ

た。この分析操作は一試料につき４～５回繰り返して

行なったが，その際の繰り返し精度は３％以下であっ

た。なお，分析時には約１時間おきに既知濃度の変動

を補正した。本法のブランク値（装置ブランク＋Milli

-Q水ブランク）は３２．８±７．１μMであり，変動係数は

２．１％であった（Yamaguchi et al., 2001）。

２．５ クロロフィル aおよび塩分の測定法

試料水５００mlをWhatman社製ガラス繊維製濾紙

GF/Fを用いて吸引ろ過し，ろ過後のフィルターを全

容１０mlのネジ口試験管へ移した後，９０％アセトン溶

液６mlを加え，２４時間抽出した溶液を蛍光光度法に

より測定した（米田，１９９０）。

塩分はMohr法（余湖・那須，１９９４）により塩化物

イオン濃度を定量した後，塩化物イオン濃度と塩分値

との関係式（坪田，１９９５）を用いて換算した。

３．結果および考察

３．１ 溶存態全窒素・溶存態全リンの分布および季

節変動

３．１．１ 溶存態全窒素・溶存態全リンの年間平均値

宇治川（Stn．６），木津川，桂川そして淀川（Stn．７）

における溶存態全窒素，溶存態全リンそして溶存有機

態炭素の月毎の濃度ならびにフラックス，そして，そ

れぞれの年間平均値を Table１に示した。また，各採

水地点における TDNおよび TDPの年間平均値の水

平分布を Fig．２に示した。上流域（Stn．１～６）での

TDN濃度の年間平均値は，中流域（Stn．７～１２）お

よび下流域（Stn．１３～１６）よりも低いが，流下に伴

い徐々に増加する傾向にあった（Fig．２�）。桂川お
よび木津川との合流後の中流域（Stn．７～１２）では，

TDN濃度は上流域の約２倍まで増加し，ほぼ一定の

濃度を示した。大阪湾の海水が流入する下流域

（Stn．１３～１６）では中流域よりも TDN濃度は低く，

河口に向かって濃度は減少した。中流域および下流域

では上流域と比較して年間を通じての TDN濃度の変

動が大きかった。また，中流域における TDN濃度の

増加は支流河川からの負荷が大きい可能性があるた

め，支流河川水中の TDN濃度との比較を行った。

Table１より，合流する前の木津川における TDNの

年平均濃度（１１６．４±１６．７μM）および合流する前の

桂川における TDNの年平均濃度（２５３．８±７４．９μM）

は宇治川（５０．６±１２．８μM）よりも極めて高いことが

わかった。各流域における TDP濃度の年間平均値は

上流域で低く，支流河川との合流により増加するなど

TDN濃度の分布傾向と類似していた（Fig．２�）。
しかしながら下流域では TDNの分布傾向とは異なっ

ており，河口に向かって，濃度が増加した。支流河川

水中の TDPの年平均濃度（Table１）は，木津川で

１．３±０．３μM，桂川では８．２±２．９μMであり，TDN

と同様に合流前の宇治川（Stn．６，０．６±０．２μM）よ

りも極めて高かった。これらの結果より，淀川本流中

の TDNおよび TDP濃度は支流河川により大きな影

響を受けていることが分かった。
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Table１ Monthly concentrations and fluxes of total dissoloved nitrogen, total dis-
solved phoshate and dissolved organic carbon in the Uji, Kizu, Katsura and
Yodo Rivers.
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３．１．２ 宇治川，木津川，桂川から淀川本流へもた

らされる溶存態全窒素量・溶存態全リン量

２００１年の１月から１２月までの各河川の合計流量（日

本河川協会，２００３）を用いて宇治川，木津川，桂川か

ら淀川本流へもたらされる TDN，TDPの流入量を見

積もった。なお，淀川本流へ各河川が及ぼす寄与率は

以下の式により求めた。

寄与率（宇治川）（CUji）

＝［流量（宇治川）］/［流量（宇治川＋木津川＋桂川）］

寄与率（木津川）（CKizu）

＝［流量（木津川）］/［流量（宇治川＋木津川＋桂川）］

寄与率（桂川）（CKatsura）

＝［流量（桂川）］/［流量（宇治川＋木津川＋桂川）］

宇治川，木津川そして桂川の２００１年１月から１２月の

年 間 総 流 量 は そ れ ぞ れ５４，８８５．５２，１５，４７３．８８，

１３，０６８．１３m３/sであり，各河川の寄与率はそれぞれ，

宇治川６５．８％，木津川１８．５％，そして，桂川１５．７％と

なった。次に，この寄与率を用いて各支流河川からも

たらされる TDNおよび TDPの流入量を見積もるこ

とにした。各支流からもたらされる TDNおよび TDP

の推定流入量は［各支流河川の寄与率�］×［合流前の

各支流河川水中の TDPもしくは TDN濃度�］とし
て表すことができ，流入河川全ての推定流入濃度を足

し合わせることにより合流後の濃度の推定値とするこ

とができる。そこで，各支流河川および合流後の淀川

河川の TDNおよび TDPの推定濃度を以下の式によ

り求めた。

TDNおよび TDPの推定流入濃度（宇治川）

（EUji）＝CUji×［MUji］

TDNおよび TDPの推定流入濃度（木津川）

（EKizu）＝CKizu×［MKizu］

TDNおよび TDPの推定流入濃度（桂川）

（EKatsura）＝CKatsura×［MKatsura］

TDNおよび TDPの推定流入濃度（淀川）

（EYodo）＝EUji＋EKizu＋EKatsura

計算により得られた宇治川，木津川そして桂川の

TDN推定流入濃度はそれぞれ３３．３±２．４μM，２１．６±

０．９μM，３９．８±３．４μMであり，桂川は寄与率がもっ

とも低いにもかかわらず，TDNの推定流入濃度が高

いことがわかった。また，三河川の TDP推定負荷量

は そ れ ぞ れ０．４±０．０μM，０．２±０．０μM，１．３±０．１

μMであり，TDPも TDNと同様に桂川からの推定

流入濃度が他の河川に比べて高いことがわかった。次

にこれらの計算結果より求めた推定流入濃度の合計と

３つの河川が合流した後の Stn．７での濃度を比較し

た。TDNについては，三河川の推定流入濃度の合計

は９４．６±４．３μMで あ り，Stn．７で の 実 測 値９９．０±

２１．７μMとほぼ同じ値を示した。一方，TDPについ

ては三河川の推定流入濃度の合計は１．９±０．１μMで

あり，Stn．７での実測値２．２±０．５μMとの間には優位

な差は認められなかった。

３．１．３ 淀川における溶存態全窒素・溶存態全リン

濃度および溶存態全窒素／溶存態全リン濃度比の季節

変化 上流域（Stn．１～６），中流域（Stn．７～１２）お

よび下流域（Stn．１３～１６）における TDNおよび TDP

濃度の季節変動を Fig．３に示した。TDNおよび

TDP濃度は中流域で最も高く，年間を通じて上流域

の約２～４倍の濃度であった。中流域では降雨後に試

料採取を行った６，８月に TDNおよび TDP濃度が

減少する傾向が見られ，下流域とほぼ同じ濃度にまで

減少していた。この時期における下流域での塩分値は

０～２．５‰であり，他の時期の平均塩分値（１６．５±５．５

‰）より明らかに低かった。従って，６月および８月

Fig．２ The horizontal distributions of (a) average
total dissolved nitrogen and (b) average to-
tal dissolved phosphate in the Yodo River
system from March 2001 to February 2002.
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は降雨の影響により中流域の TDNおよび TDP濃度

は減少し，下流域に多量の河川水が流入したため中流

域と下流域の濃度差がほぼ無くなったと考えられる。

下流域では７月に TDNおよび TDP濃度が高く，特

に TDP濃度は前後の時期と比較して約５倍高濃度で

あった。全てのデータは表記しないが，下流域での７

月試料水中の溶存単糖濃度は他の試料採取期（３月～

１１月）までの試料と比較して約２～５倍高かった

（１４．３±３．８μM）。溶存単糖は，植物プランクトンな

どの生物活動に伴う代謝活動により生産されることが

知られている（Sellner and Nealley, 1997）。７月の

試料水中のクロロフィル a濃度を定量していないた

め直接的な判断は下せないが，７月の TDP濃度極大

は，下流域もしくは大阪湾に生息する植物プランクト

ンなど生物活動に原因があると推測することができ

る。

上流域（Stn．１～６），中流域（Stn．７～１２）および

下流域（Stn．１３～１６）における TDN/TDP比の季節

変化を Fig．４に示した。各流域における TDN/TDP

比は上流域で高く，中流および下流域では低下するこ

とが分かった。上流域での TDN/TDP比の季節変動

は春期および冬期に高く，夏期（８月）には減少する

傾向が確認できた。琵琶湖南湖の TDN/TDP比は春

期に高く夏期から秋期にかけて減少し，冬期に増加す

る傾向があるため（吉田ほか，１９９３），上流域での

TDN/TDP比の変動は琵琶湖の水質変化に影響されて

いると推測することができる。一方，中流および下流

域での TDN/TDP比の減少は，支流河川の合流に伴

い人為的に供給された TDP濃度の増加が一因と考え

られた。

３．２ 溶存態全窒素・溶存態全リンの分子種別分布

TDN中の窒素化合物の構成比を Fig．５に示した。

上流域では硝酸態窒素が TDNの約４５～６０％を占め，

流下過程の中で徐々に構成比が増加していた。一方，

DONは上流域で TDNの約３０～５０％を占めているが

硝酸態窒素とは逆に，流下過程で徐々に構成比が減少

していた。アンモニア態窒素は上流域で TDNの約６

～１０％を占めており，硝酸態窒素同様に流下過程の中

で徐々に構成比が増加していた。亜硝酸態窒素は上流

域で TDNの約２％を占め，上流域では構成比に大き

な変動は認められなかった。中流域では硝酸態窒素比

が上流域よりも増加し，TDNの約８０％を占めてい

た。一方，中流域における DON比は約１５％と上流域

よりも大きく減少し，アンモニア態窒素も約５％を占

める程度であったが，亜硝酸態窒素比は上流域とほぼ

同じであった。さらに，中流域内での各構成成分比は

ほぼ一定である事が分かった。下流域では硝酸態窒素

比が中流域よりも減少し，TDNの約５０～６５％を占め

ていた。DON比は中流域よりも若干増加し，TDN

の約２０～３０％を占め，同様にアンモニア態窒素および

亜硝酸態窒素の構成比も増加しており，それぞれ

Fig．４ Seasonal variations of the average TDN/
TDP ratio in the upper stream (Stn. 1-6),
middle stream (Stn. 7-12) and down stream
(Stn. 13-16) of Yodo River from March 2001
to February 2002.

Fig．３ Seasonal variations of (a) average total dis-
solved nitrogen and (b) average total dis-
solved phosphate in the upper stream (Stn.
1-6), middle stream (Stn. 7-12) and down
stream (Stn. 13-16) of Yodo River system
from March 2001 to February 2002.
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TDNの約１６％および約４％を占めていた。一般的に

無機窒素化合物は，植物プランクトンにより硝酸，亜

硝酸およびアンモニアのいずれの分子種も代謝活動の

中で取り込まれ，その後アンモニアとしてのみ再生さ

れ，硝化過程の中で亜硝酸および硝酸へと変化する

「窒素サイクル」と呼ばれる過程の中で酸化・還元を

受ける（才野，１９９５）。したがって，下流域でのアン

モニア態窒素や亜硝酸態窒素比の増加および硝酸態窒

素や DON比の減少は，汽水域での活発な生物活動を

反映していると考えることができる。これは下流域で

のクロロフィル a濃度（７．４±４．０μg/l）が上流域（５．０

±１．７μg/l）や中流域（４．４±１．３μg/l）より高い結果

からも支持される。

TDP中の無機および有機リン化合物の構成比を

Fig．６に示した。TDP中での DIPおよび DOP比も

TDN同様に各流域で大きく異なっていることが分

かった。上流域では DOP比が高く，琵琶湖付近の

Stn．１では約７５％を占めており，DON同様に流下に

伴い徐々に減少する傾向が認められ，中流域では約６

～１０％まで減少していた。しかし，下流域では若干増

加しており，生物生産による影響が主な原因であると

考えられる。

琵琶湖湖水の影響を受けている上流域や，大阪湾海

水の影響を受けている下流域での TDNおよび TDP

の構成成分比は，中流域と比較して構成比の変動が大

きく，さらに有機態の DONや DOP比も高いことが

分かった。この結果は，淀川上流域や下流域が琵琶湖

および大阪湾の生物活動や潮汐による季節変化等を大

きく反映しているためと考えられる。さらに，TDN

および TDPのいずれも上流から中流にかけて無機態

が増加しており，人為的に負荷される窒素化合物およ

びリン化合物のほとんどが無機態である事を示唆し

た。

３．３ 溶存有機炭素の分布

各採水地点における DOCの年間平均値および上

流，中流，下流域別の DOC平均濃度の季節変化を

Fig．７に示した。淀川水系での DOC濃度は TDNや

TDPの分布とは大きく異なり，上流から下流へかけ

て徐々に増加する傾向が見られた（Fig．７�）。すな
わち，桂川および木津川などの支流河川との合流によ

り大きく濃度が増加する傾向は見られなかった。これ

は合流前の宇治川での DOC濃度（１３２．０±１６．５μM）

と桂川（１７０．４±５０．８μM）や木津川（１４０．２±２９．６

μM）での濃度に TDNや TDP濃度のような大きな

違いが無いためと考えられる。さらに，支流河川（桂

川よび木津川）からの影響を考慮した合流後の推定濃

度は実測濃度とほぼ一致していた。これらの結果は，

合流後に流入する小規模な支流河川中の DOC濃度と

本流との濃度差が小さいため，合流後の急激な濃度増

Fig．５ Change in average composition ratios of ni-
trogen compounds in the Yodo River sys-
tem from March 2001 to February 2002.

Fig．６ Change in average composition ratios of
phosphate and dissolved organic phosphate
in the Yodo River system from March 2001
to February 2002.
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加が起きなかった事が要因と考えられる（大阪市水道

局，２００１）。

また季節変化についても TDNや TDPとは異なっ

た結果が得られた（Fig．７�）。上流域や中流域の
DOC濃度は春期に若干高いが，年間を通じてほぼ一

定濃度で推移しており降雨期においても濃度減少は見

られなかった。鈴木ほか（１９９８）の報告では春期には

琵琶湖に生息する微生物により生産された有機物が淀

川水系内に流入することが確認されており，上流域や

中流域での春期の濃度増加は琵琶湖の生物活動に起因

すると考えられる。一方，下流域では TDP濃度の季

節変動と DOC濃度の変動に類似点が見られ，いずれ

も５月，７月および１０月に濃度極大が観測された。

３．４ TDN，TDPおよびDOC負荷量の見積もり

各月の観測で得られた結果を基に宇治川，木津川お

よび桂川から淀川への TDN，TDP，DOC負荷量な

らびに淀川から大阪湾への負荷量の季節変化を調査し

た（Fig．８）。それぞれの支流河川からの負荷量は合

流直前の観測点における各成分濃度および流量値を用

い，大阪湾への負荷量は中流域での各成分濃度の平均

値と枚方大橋（Stn．７）での流量値を用いた。なお

２００２年１月および２月の流量値は公表されていないた

め，前年の月間平均値を用いた。

結果を Table１に示したが，各支流河川から淀川本

流への TDN負荷量は宇治川が最も多く（年間平均；

９９±２１g/s），全支流河川からの負荷量の約５割を占め

ていた。TDP負荷量は桂川（年間平均；７±３g/s）

が宇治川（年間平均；３±１g/s）より多く，これら

の河川で全体の約９割を占めていた。桂川の河川流量

は宇治川の約５分の１程度であるが，TDN負荷量は

全支流河川の約３割，TDP負荷量は約６割を占め，

淀川の水質に与える影響は極めて大きいことが分かっ

た。一方，桂川とほぼ同じ流量で淀川に合流する木津

川の TDNおよび TDP負荷量は，年間平均値でそれ

ぞれ４４±１５，１±１g/sであり全支流河川からの負荷

量の１～２割程度と少なく，桂川とは対照的であっ

た。DOC負荷量は宇治川が最も多く（年間平均値；

Fig．７ The horizontal distribution of average dis-
solved organic carbon concentration (a) and
seasonal variation of average dissolved or-
ganic carbon concentration in the upper
stream (Stn. 1-6), middle stream (Stn. 7-12)
and down stream (Stn. 13-16) (b) in the
Yodo River from March 2001 to February
2002.

Fig．８ Seasonal variations of the load of (a) total
dissolved nitrogen, (b) total dissolved phos-
phate and (c) dissolved organic carbon in
the Uji, Kizu, Katsuraand Yodo Rivers
from March 2001 to February 2002.
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２４１±１１３g/s），全支流河川からの負荷量の約８割を占

めていた。一方，木津川および桂川からの DOC負荷

量は４６±１８および５１±１９g/sとほぼ同程度であり，そ

れぞれ全体の約１割程度であった。各河川からの

DOC負荷量は TDNや TDPとは異なり桂川の寄与は

少なかった。これらの結果は，桂川が京都市内の下水

処理水の流入や，市街地を流下する鴨川の合流といっ

た要因により比較的窒素・リンの汚染が進んでいたた

めと考えられる。

淀川から大阪湾への TDNおよび TDP年間平均負

荷量は，それぞれ２８９±６５，１４±３g/sであった。また

それぞれの負荷量は春期（３～６月）に高く，夏期（７

～８月）には若干減少する傾向が見られた。さらに

DOCの年間平均負荷量は３６５±１１９g/sと変動が大き

く，降雨期の６月および８月に最も多かった。この結

果は TDNや TDP負荷量の季節変化とは異なってい

る。増水時の濃度減少がわずかでその負荷量は河川流

量値に大きく依存したためと考えられる。

次に各月の負荷量と流量値の関係式を L＝CQn

（L：負荷量，Q：河川流量，C，n：定数）の経験式

（和田，１９９０）を用いて求め，以下の式を得た。

TDN（g/s）＝３４．４００Q０．３８１ r＝０．６１

TDP（g/s）＝１．５３２Q０．４１０ r＝０．７４

DOC（g/s）＝５．９１７Q０．７６４ r＝０．８９

上記式では TDNや TDPの関係式では n＜１である

が，DOCの関係式では n≒１となり，これらの物質

の起源が明確に異なることを示している。すなわち，

窒素やリン化合物は人為的に負荷される量が多いため

河川増水時には希釈され，一方の DOCは河川底泥か

らの溶出など人為的な汚染源以外からの負荷量が多い

ため，河川流量の変化により負荷量が大きく変動する

ことを示している。この式と試料採取月の平均流量を

用いて各月の負荷量および年間負荷量を試算し，一年

間の負荷量を積算した。結果を Table２に示したが，

TDN，TDPおよび DOCの年間負荷量はそれぞれ

８，３７４，４４４および１１，６５７ton/yrとなった。三島ほか

（１９９９）も同様に和田（１９９０）の経験式を用い，河川

流量を河川豊水の約２倍値（５００m３/s）と定義し，河

川増水時に淀川から大阪湾へ負荷される栄養塩類の年

間負荷量を計算している。三島らによると，TDN（TN

から PONを差し引いた値）は１５，０５０ton/yr，TDP

（TPから PPを差し引いた値）は５７６ton/yr，そして

DOC（POCから見積もられた値）は２０，８００ton/yrで

あり，本研究により得られた値は，TDN，DOCにつ

いては三島らの報告値の約半分の値であり，TDPに

ついても約１３０ton/yr低い値を示した。この原因とし

ては，本研究での試算には大規模な増水期（台風の影

響等）の結果を反映させていないことや，各成分濃度

が１９９５年当時よりも減少していることなどが考えられ

る。特に TDNや TDPを構成する各成分濃度の減少

が著しいが，近年の法規制による水質改善の結果とし

ても考えることができる。理由を明確に理解するため

には，今後の長期的な観測が必要である。

４．ま と め

淀川水系において富栄養化関連物質の定期観測を

行った。その結果，TDNや TDP濃度は支流河川と

の合流により大幅に増加するが，DOC濃度は支流河

川の合流による影響は少ない事が明らかとなった。さ

らに各支流河川を調査した結果，桂川は特に TDNや

TDP濃度が高く，それぞれの負荷量は流量がほぼ同

じ木津川よりも多いことが分かった。さらに，各流域

別の TDNや TDPの構成成分比には明確な特徴が見

られ，上流域では DONや DOPといった有機態の窒

素・リン化合物が占める割合が多く，中流域や下流域

では無機態の窒素・リンが占める割合が増加してい

た。すなわち，流下過程での人為的汚染により流入す

る窒素およびリンはほぼ無機態として負荷されるとの

知見を得た。今後は瀬戸内海環境保全特別措置法に基

づく第５次総量規制により淀川水系中の窒素・リン濃

度は減少すると予想されるが，大阪湾への正確な窒

Table２ Monthly and total load of TDN, TDP and
DOC from the Ypdo River to the Osaka
Bay.
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素・リンの負荷量を把握するためにも継続的な調査が

必要である。さらには平水期だけではなく増水期の

データ収集を行うことがこれらの負荷量をより正確に

見積もる際には重要であると考えられる。
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